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2023年８月 25日 

 

各 位 

               会 社 名 日本国土開発株式会社 

 代表者名 代表取締役社長 林 伊佐雄 

  （コード番号：1887  東証プライム） 

 問合せ先 管理本部副本部長兼経理部長 

音石 博憲 

 （TEL．03-6777-7881） 

 

（訂正・数値データ訂正）「2023年 5月期決算短信〔日本基準〕(連結)」の一部訂正について 

 

当社は、2023 年７月 18 日に発表いたしました「2023 年 5 月期決算短信〔日本基準〕(連結)」記載

内容の一部に訂正すべき事項がございましたので、下記の通りお知らせいたします。また、数値デー

タ（XBRL データ）にも訂正がありましたので訂正後の数値データも送信いたします。なお、訂正箇所

には下線を付して表示しております。 

 

１．訂正の理由  

「2023 年 5 月期決算短信〔日本基準〕(連結)」の公表後、記載内容の一部に訂正が必要であ

ることが判明したため、訂正を行うものです。 

 

２．訂正の内容 

○2023 年 5 月期決算短信〔日本基準〕(連結) 10 ページ 

３．連結財務諸表及び主な注記 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

○2023 年 5 月期決算短信〔日本基準〕(連結) 20 ページ 

【セグメント情報】 

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び

収益の分解情報 

当連結会計年度(自  2022 年６月１日  至  2023 年５月 31 日) 
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○2023 年 5 月期決算短信〔日本基準〕(連結) 10 ページ 

 

【訂正前】 
           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自 2021年６月１日 
 至 2022年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 2022年６月１日 

 至 2023年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 10,981 4,839 

 減価償却費 2,379 2,654 

 のれん償却額 23 95 

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 46 

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △181 △48 

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 64 1,139 

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 29 1 

 事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 16 △142 

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 22 △73 

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △54 △229 

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 △0 

 訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 2 2 

 受取利息及び受取配当金 △299 △283 

 支払利息及びリース支払利息 432 349 

 保険解約損益（△は益） △650 △147 

 為替差損益（△は益） △149 △77 

 貸倒損失 - 80 

 固定資産売却損益（△は益） △2,421 △35 

 固定資産廃却損 7 19 

 投資有価証券売却損益（△は益） △198 △224 

 投資有価証券評価損益（△は益） 4 37 

 売上債権の増減額（△は増加） △14,953 △22,486 

 販売用不動産の増減額（△は増加） 5,081 261 

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 420 △81 

 開発事業等支出金の増減額（△は増加） △485 △926 

 立替金の増減額（△は増加） 2,675 △1,858 

 未収消費税等の増減額（△は増加） △2,353 1,030 

 仕入債務の増減額（△は減少） 6,065 13,010 

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,800 △3,009 

 開発事業等受入金の増減額（△は減少） △187 △9 

 預り金の増減額（△は減少） △623 597 

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,642 △778 

 その他 1,334 △2,161 

 小計 7,130 △8,406 

 利息及び配当金の受取額 299 277 

 利息の支払額 △439 △348 

 法人税等の支払額 △3,231 △2,585 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,759 △11,062 
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【訂正後】 
           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自 2021年６月１日 
 至 2022年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 2022年６月１日 

 至 2023年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 10,981 4,839 

 減価償却費 2,379 2,654 

 のれん償却額 23 95 

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 46 

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △181 △48 

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 64 1,139 

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 29 1 

 事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 16 △142 

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 22 △73 

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △54 △229 

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 △0 

 訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 2 2 

 受取利息及び受取配当金 △299 △283 

 支払利息及びリース支払利息 432 349 

 保険解約損益（△は益） △650 △147 

 為替差損益（△は益） △149 △77 

 貸倒損失 - 80 

 固定資産売却損益（△は益） △2,421 △35 

 固定資産廃却損 7 19 

 投資有価証券売却損益（△は益） △198 △224 

 投資有価証券評価損益（△は益） 4 37 

 売上債権の増減額（△は増加） △14,953 △22,486 

 販売用不動産の増減額（△は増加） 5,081 47 

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 420 △81 

 開発事業等支出金の増減額（△は増加） △485 △1,137 

 立替金の増減額（△は増加） 2,675 △1,858 

 未収消費税等の増減額（△は増加） △2,353 1,030 

 仕入債務の増減額（△は減少） 6,065 13,010 

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,800 △3,009 

 開発事業等受入金の増減額（△は減少） △187 △9 

 預り金の増減額（△は減少） △623 597 

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,642 △778 

 その他 1,334 △1,735 

 小計 7,130 △8,406 

 利息及び配当金の受取額 299 277 

 利息の支払額 △439 △348 

 法人税等の支払額 △3,231 △2,585 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,759 △11,062 
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○2023 年 5 月期決算短信〔日本基準〕(連結) 20 ページ 

 

【訂正前】 
     (単位：百万円) 

 

報告セグメント 
調整額 
(注 1) 

連結財務 
諸表計上 
額(注 2) 土木事業 建築事業 関連事業 計 

売上高       

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス 

42,783 89,214 2,718 134,717 － 134,717 

一時点で移転される財又
はサービス 

2,508 3,334 12,375 18,218 － 18,218 

顧客との契約から生じる収
益 

45,292 92,548 15,094 152,935 － 152,935 

その他の収益 370 34 861 1,267 － 1,267 

  外部顧客への売上高 45,663 92,583 15,956 154,202 － 154,202 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

1,333 164 57 1,556 △1,556 － 

計 46,997 92,747 16,014 155,759 △1,556 154,202 

セグメント利益又は損失（△） △2,544 501 8,427 6,385 △1,897 4,487 

セグメント資産 39,488 61,519 41,485 142,494 19,845 162,339 

その他の項目       

  減価償却費 857 21 924 1,802 852 2,654 

のれんの償却額 95 － － 95 － 95 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

453 0 3,496 3,950 419 4,370 

(注１) 調整額は以下のとおりであります。 

１. セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,897百万円は、セグメントに属さない全社費用及びセグ

メント間取引消去であります。 

２. セグメント資産の調整額19,845百万円は、主に報告セグメントに帰属しない投資有価証券他であり

ます。 

３. 減価償却費の調整額852百万円は、報告セグメントに帰属しない本社建物他の減価償却費でありま

す。 

４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額419百万円は、自社利用設備等の設備投資額であり

ます。 
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【訂正後】 
     (単位：百万円) 

 

報告セグメント 
調整額 
(注 1) 

連結財務 
諸表計上 
額(注 2) 土木事業 建築事業 関連事業 計 

売上高       

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス 

42,783 89,214 2,718 134,717 － 134,717 

一時点で移転される財又
はサービス 

2,508 3,334 12,375 18,218 － 18,218 

顧客との契約から生じる収
益 

45,292 92,548 15,094 152,935 － 152,935 

その他の収益 370 34 861 1,267 － 1,267 

  外部顧客への売上高 45,663 92,583 15,956 154,202 － 154,202 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

1,333 164 57 1,556 △1,556 － 

計 46,997 92,747 16,014 155,759 △1,556 154,202 

セグメント利益又は損失（△） △2,544 501 8,427 6,385 △1,897 4,487 

セグメント資産 39,488 61,519 41,485 142,494 19,845 162,339 

その他の項目       

  減価償却費 857 21 924 1,802 852 2,654 

のれんの償却額 95 － － 95 － 95 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

453 0 2,877 3,331 1,038 4,370 

(注１) 調整額は以下のとおりであります。 

１. セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,897百万円は、セグメントに属さない全社費用及びセグ

メント間取引消去であります。 

２. セグメント資産の調整額19,845百万円は、主に報告セグメントに帰属しない投資有価証券他であり

ます。 

３. 減価償却費の調整額852百万円は、報告セグメントに帰属しない本社建物他の減価償却費でありま

す。 

４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,038百万円は、自社利用設備等の設備投資額であ

ります。 

 

 

以 上 


